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アメリカ心理学会の情報システム開発計画：トータルな情報

　　　　　　　　　　　　　　　システム設計に際しての諸問題

American　Psychological　Association’s　Plan　of　lnformation

　　　　　Development：　Problems　on　the　Design　of　Total

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Information　System

長　　田　　秀　　一
　　Hideleagu　Nagala

R6sπ勉6

　　　The　failure　in　actual　implementation　by　the　American　Psychological　Association’s　National

Information　System　for　Psychology　（NISP）　was　examined　and　analysed．

　　　The　NISP　was　proposed　by　the　Association　based　on　the　results　obtained　from　a　series　of

studies　on　information　flow　in　the　field　of　psychology．　These　studies　were　conducted　by　the

Association　in　1960’s．

　　　The　NISP　was　composed　of　three　categories：　（1）　bibliographic　products　and　services，　（2）　pri－

mary　publication　system，　（3）　support　to　informal　communication．

　　　The　degree　of　implementation　of　the　planned　services　in　each　category　was　examined　by

studying　Psychological　Abstracts　and　other　related　literatures，　and　by　sending　a　letter　directly

to　the　planner　of　NISP　to　clarify　some　uncertain　points．

　　　The　proposed　services　in　the　category　of　bibliographic　products　and　services　were　successfuly

implemented．　However　the　development　of　the　services　in　other　two　categories　was　not’ 窒?ａｌｉＺed

except　the　introduction　of　theノ∂z〃クzα1　Su吻クle〃zent　／1bstract　Service　（ノSンIS）　as　a　substitute　to

the　Experimental　Publication　System　（EPS）　in　the　category　of　primary　publication　system．

　　　The　controversy　that　developed　around　NISP　and　its　components，　especially　the　EPS　became

so　great　that　it　was　impossible　to　follow　the　original　NISP　plan．

　　　The　author　concluded　that　the　NISP　approach　itself　should　be　highly　appraised　for　its　efforts

to　improve　the　scientific　communication　system　on　a　comprehensive　basis，　and　the　failure　of　the

NISP　was　absolutely　caused　by　the’absence　of　the　quality　control　system　in　EPS　which　was

originally　intended　to　enhance　the　communication　among　psychologists．

長田秀一：高高義塾大学大学院文学研究科図書館・情報学専攻博士課程
Hidekazu　Nagata，　Ph．　D．　Course，　Graduate　School　of　Library　and　lnformation　Science，　’Keio　University．
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アメリカ心理学会の情報システム開発計画

　1．はじめに

II．心理学におけるコミュニケーション改善の全体的状況

　　A．Board　of　Scientific　Affairsの報告

　　B．PSIEPの概要

　　C．NISPの概要

III．　PSIEPとNISPの関連及び検討

　　A。口頭媒体（チャンネル）

　　B．記録媒体（チャンネル）

IV．　NISPの考察

　　A．内的要因

　　正1．外的要因

V．おわりに

1．はじめに
　一般に科学情報の危機は文献量の増加，特に雑誌記事

の増加として理解されており，この危機に対処するには

公刊された文献の収集，検索，提供サービスの向上を行

うことだと言われているが，文献は多くの形式の情報交

換を包括するシステムのほんの一部にしかすぎない。活

発な研究者が雑誌刊行を待つのではなく，公式・非公式

コミュニケーション・ネットワークのあらゆる手段を駆

使し情報を入手していることを考えると，従来のシステ

ムはコンピュータを利用したテクノPジーの面のみを強

調しており，科学者にとっての重大な問題は元のままに

残していると言わざるをえない。これでは深刻なコミュ

ニケーションの問題を根本的に解決するには至らない。

　科学コミュニケーション・システム改善の試みとして，

アメリカ心理学会（APA）では，他分野に先がけて心理

学者間でどのように情報交換が行われているかに関し

て，Project　on　Scienti丘。　Information　Exchange　in

Psychology（PSIEP）と呼ばれる大規模な情報利用の実

態調査を行い，科学コミュニケーション・プロセスの解

明に乗り出した．APAではプロジェクトの結果を基

に，従来のシステムとは異なったNational　I：nforma－

tion　System　for　Psychology（NISP）の計画にとりか

かった。

　NISPはコミュニケーション問題の部分的な改善はそ

れほど意味がないという観点から，コミュニケーション

の全体的な改善を試みたものであった。いくつかの要素

は成功したが，NISP計画自体は失敗に終った。

　ここでは研究の対象としてAPAによるコミュニケー

ション改善の具体例を取り上げたが，これは社会科学の

一分野である心理学の問題に限らず科学の他分野に関し

ても言えることであり，ユーザー・スタディe・・…を基に情

報システムを開発していくことの意義と問題点を我々に

教示してくれるものであると考えるからである。

　　II．心理学におけるコミュニケーション

　　　　改善の全体的状況

　A・Board　of　Scientific　Affairsの報告

　APAは創設時から心理学の情報問題に係わってきた。

当初，コミュニケーション問題のほとんどが雑誌に向け

られており，記事の質，評価基準，出版コスト，タイム

ラグ等に対して多くの解決案が提案され，その内のいく

つかは試みられたが，包括的な分析や体系だった行動は

とられなかった。1）

　APAは学会内部のBoard　of　Scientific　Affairs（BSA）

に対して，心理学を一科学として発展させるためにあら

ゆる側面に関与するよう命’じた。BSAは，心理学発展に

係わるいくつかの重要な分析を1957～59年にわたって

行い，科学情報の効率的・効果的なコミュニケーション

が今日心理学において最も重要な問題であるとの結論を

出した。2）

　それによれば，コミュニケーションの問題には，会合，

非公式な特定関心研究グループのニューズ・レター，地

域や全国レベルの会合に提出された論文，雑誌刊行，モ

ノグラフや図書刊行，出版・非出版情報の蓄積，検索技

術などが含まれる。このBSAの報告が，　APAによる

一連のコミュニケーション改善努力の始まりであり，そ

の後の指針となった。
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アメリカ心理学会の情報システム開発計画

　B・PSIEPの概要
　1960年前後，National　Science　Foundation（NSF）

のO伍ce　of　Science　Information　Service（OSIS）は，

APAを含む多くの学会に，各分野の科学コミュニケe・・一一

ションと情報交換の分析を試みるプロジェクトを促して

いた。APAではこれを受けて，心理学における科学情

報交換に関する研究計画のための資金援助をNSFに認

めてもらい，GarveyやGriffithらをプ12ジェクトへむ

かえ，1961年前Project　on　Scientific　Information

Exchange　in　Psychology（PSIEP）を開始した。

　このプロジェクトは洗練されたテクニックを用いてお

り，その規模の大きさや成果において，コミュニケーシ

ョン研究あるいは＝…一ザー・スタディと呼ばれる調査の

中でも今日非常に高く評価されるものである。

　プロジェクトの調査結果は，1963（RePort　1～9），

1965（Report　10～15），1969（Report　16～21）年にそ

れぞれ報告されている。ここではプロジェクトの結果を

基に作成された心理学肩報の流通システム図（第1図）

を示しておく。第1図のチャンネルには，どのレポート

で調査されたかを示すために，レポe・・一一一ト番号を付けてお

いた。（なお，各レポートの概要は，附録の欄に合わせ

て掲載しておいたので参照されたい。）

　C・NISPの概要

　1966年後半から67年初期にかけて情報の蓄積，検索

の問題が切実なものとなったので，APAでは，　PSIEP

の調査結果を基にコミュニケe・一・・一・ションの改善に対して，

過去になされた短期間の改善策では不十分であり，情報

流通の全体を調べ，既存のシステムを注意深く直してい

く他に解決の道はないと決断を下した。

　APAは包括的な情報システムの計画に焦点を当てる

ようになり，PSIEPの調査結果を基に，　Van　Cottを中

心に従来のシステムとは異なる新しい型の情報システム

を計画した。これがNational　IIlformation　System　for

Psychology（NISP）で，この計画に必要な資金がNSF

によって1968年に承認された。

　NISPは第2図に示すように大きく　（1）一次資料出版

部門，（2）書誌出版物とその検索サービス部門，（3）非公

式コミュニケーション援助部門，から構成されている。

各部門はさらにいくつかのチャンネルから構成されてい

るが，各部門の特徴は次のようになっている。

　（1）一次資料の出版部門では，一次資料が情報の伝達，

記録と保存，著者であることによる業績としての認知の

3つの機能を果たすように計画される。

　②　書誌出版物とその検索サービス部門では，コンピ

ュータによる検索用のデータ・ベース作成とデータ・ベ

ースから選択的に情報を取り出すことができるようにな

っている。また，データ・ベースから取り出した情報の

再編成などの仕事をする。

　（3）非公式コミュニケーションを援助する部門では，

公式のコミュニケーションが十分に機能しなくなった時

に，メモやプレプリントの交換，小グループのシンポジ

ウムの開催といった非公式コミュニケーション・ネット

ワークの強化を図っている。これによって科学情報の伝

達活動を促進させようとするものである。

　　　III．　PSIEPとNISPの関連及び検：討

　A・口頭媒体（チャンネル）

　オーラルによる情報流通経路を第1図に従って，（1｝

非公式チャンネル，（2）公式チャンネル及びイノベーショ

ン・チャンネルに分け，PSIEPとNISPとの関連及び

その結果を検討する。プロジェクトで試験されたイノベ

ーー Vョン・チャンネルはペーパー・セヅションでより効

果的な非公式情報交換の基礎を確立するために総会に先

だってプロシーディングを事前刊行する試みで，本来記

録物によるものだが，オーラルの公式チャンネルである

総会と関連が深いのでここで取りあげることとした。

　1．非公式チャンネル

　オーラルで非公式なチャンネルは，Van　CottのNISP

計画案では非公式コミュニケーション援助部門に組み込

まれている（第2図参照）。

　Sasmorは，非公式コミュニケーションの利点，限界を

考察し，今後の調査計画として次の2点を挙げている。3）

　（1｝既存のチャンネルによってなされている伝達機能

を明確にしたり，これらの機能ぽかりでなく，他の必要

な機能を果たす効果的な手段を決定するために，心理学

内での公式・非公式コミュニケーション間の相互連結ネ

ットワークの調査。

　（2）Special　communicationの技術的サポートとし

てビデオ・テープ，オーディオ・テープの作成。

　しかし，公式・非公式コミュニケーション間の相互連

結ネットワー・クの調査はNISP計画ではほとんど着手さ

れずに終ってしまい，調査も延期されたままで終ってい

る。ましてや，新しい非公式コミュニケーション・シス

テムを開発，制度化し，APAのコントロール下に置く

ことは一層困難であろう。一方，最新の進歩やトピック

スについてのオーディオ作成，また心理療法などに関す
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る技術についての映画やビデオ・テープを作成し，利用

者に貸与するSpecial　communicationチャンネルは，

試験もなされたが実行に移せなかった。

　2．公式チャンネル及びイノベーション・チャンネル

　公式チャンネルとして，プロジェクトでは当初から

APA総会を中心とする学会の調査に力を入れてきた。

総会は調査当時でも約1万人の出席者があり，雑誌に刊

行される記事の約1／3が総会で報告される。また総会に

は発表者と出席者間の非公式コミュニケーションを提供

する役割もある。総会をはじめとする各レベルの学会の

特微，役割を明らかにし，一連の情報流通の中で，情報

交換の有効な場として，これら学会機能の向上・改善を

図ろうとすることは当然である。

　科学コミュニケーション・システムはダイナミックで

あり，総会は情報流通の過程で重要な位置にあるという

2回忌理由から，APAの年次総会はプロジェクトの結

果，自然とイノベーションの候補にのぼった。Garvey

自身“システム全体の流通手段の中で，総会は一番手つ

とり早くて制約が少なく重要な位置にあるが，総会は今

日効果的な機能を果たしているとはいえないので，情報

交換の刷新を図るには，努力の目標はやはり総会におく

べきである”4）と考えていた。

　NISP計画では，総会を中心とした学会チャンネルは

非公式コミュニケーション援助部門に組み込まれており

（第2項参照），非公式コミュニケr一一…ションを助長し，情

報交換を容易にするために，総会の形式を変えたり，総

会での討論会を援助したりする試みを計画していた。し

かし，この部門はほとんど具体的な計画もなされずに終

ってしまい，プロジェクトで成功した実行可能性のあっ

た総会プロシーディングの事前刊行といったイノベーシ

ョン・チャンネルでさえ実行に移せなかった。

　B・記録媒体（チャンネル）

　記録媒体を第1図に基づいて，（1）一次出版物及びイ

ノベーション・チャンネル，②二次出版物に分け，各

々について先の口頭媒体と同様に検討していく。イノベ

ーション・チャンネルは出版ラグを回避して，非公式コ

ミュニケーションを促進させるために雑誌に受理された

論文名をリストし，いち早く大衆に告知するためにプロ

ジェクトで試みられたもので，NISP計画では非公式コ

ミュニケーション援助部門に組み込まれている。しかし

このチャンネルは雑誌を中心とする一次出版物チャンネ

ルと関連があるので，本節で取りあげることとした。

　1．一一次出版物及びイノベーション・チャンネル

　プロジェクトの調査によって，雑誌の機能に2つの問

題点のあることが明らかにされている。1つは速報性の

問題で，もう1つは経済性の問題である。

　このことから，プロジェクトでは先のプロシーディン

グの事前刊行と同様，調査の結果要求される最も明白な

イノベーションのタイプは完全な報告が最初に得られる

段階，少なくとも雑誌刊行以前に研究成果を公表する手

段を確立するイノベーションでなけれぽならないという

考えで，一次出版物に関するイノベーションをいくつか

検討している。その内の1つが受理された論文のリスト

の刊行である。試験の結果，このイノベーションによっ

ていち早く研究成果を大衆に利用させ，速報性の機能を

補完することを可能にした。特に，イン・グループに所

属できない若い研究者にとっては効果的な手段であるこ

とが判った。

　コミュニケーションの問題を改善するためにNISP計

画の一次出版部門は，機能と速報性の異なる5つのチャ

ンネルから成り立っている。

　①　Scientific　memoranda：月刊で30日以内のタイ

ム・ラグで非常に活発な研究活動分野を対象とする速報

的性格の強い出版物で，特定主題分野の研究者グループ

の原稿を写真製版のニュ・一一ス・レター形式の出版物にし

て，その分野のグループ参加者に配布する方式。

　②　Psychological　dissemination：特定分野での完

成原稿の選択的で迅速な配布を目的としている。読者が

著者抄録のCatalog　of’Abstraclsを購読して，抄録中か

ら読みたいと思う論文をみつけて本部に注文するとリプ

リント形式の論文が送られてくる方式。

　APAでは1969年にこのチャンネルの計画としてEx－

perimental　Publication　System（EPS）の試験を行っ

た結果，この方式が全ての心理学者に対してではない

が，かなり多くの人にとって好ましいものであり，刊行

ラグを小さくするために積極的に採用してよいという調

査結果を得ている。

　③　Journals：従来の雑誌の編集・出版形式の改善策

の1つとして，心理学者の興味や活動のパターンを基に

各専門分野のクラスターを明らかにし，雑誌の内容をこ

れらクラスター別に編成し直す。

　④Archives　of　psychology：心理学分野の不朽の

業績を評価，出版し，記録・保存の主要な役割を担うチ

ャン不ル。

　⑤Other　publication　media：ブラウジングやカレ
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　　ント・アウェアネスを可能にするような出版物を出

　　すチャンネル。

　従来からのメディアはJOurnalsのチャンネルだけで，

特にプロジェクトの結果を踏まえて雑誌の速報性の機能

を補完するチャンネルが新しく開発されている。しか

し，NISP計画ではコミュニケーション・メディアとし

ての雑誌機能の改善に重点が置かれ，プロジェクトで調

査され，その重要性が認識されたテクニカル・レポート

や図書のチャンネルは考慮していない。それに，プロジ

ェクトで試験されたイノベーションも組み込まれていな

い。試験の結果，著者に代ってコピーを提供するデポジ

トリー・を設ければ，実行可能性がありNISP計画に導入

する価値のあったチャンネルである。

　NISP計画のPsychological　disseminationのチャン

ネルは，試験の結果一応の成功を収めたが，レフェリー

制を行わないことに関して議論が紛糾し，1971年半ばに

は試験を継続することが不可能になった。APAでは再

検討を行い，PSIEPの結果判った問題の1つの解決策

としてJoumal　SuPPIement　Abstract　Service（ISAS）

を1971年からEPSの代替のイノベーション・チャン

ネルとして導入することを計画し，成功を収めている。

　JSASは，記事の長さの故に他の雑誌で拒絶された長

い記事や従来の雑誌では入手できない文献をサービスす

るものである。その意味では，プロジェクトの調査で拒

絶された理由の1つに記事の長さを挙げた人が多かった

ことや，テクニカル・レポート，実験の方法やテクニッ

ク，進行中のプロジェクト等の情報入手の困難性を訴え

る人が多かったことを考えれば的を得た改善策だと言え

る。

　NISPで計画されたその他のScientific　memoranda，

Journalsの改善，　Archives　of　psychology，　Other

publication　mediaのチャンネルはほとんど計画倒れに

終っている。

　2．二次出版物チャンネル

　プロジェクトの調査が主に心理学者の科学情報交換活

動に向けられていた中で，Psychological・Abstracts（・PA）

に対する問題点も数多く指摘された。二次出版物のチャ

ンネルとして，プロジェクトではもう1つレビュー誌の

調査が行われているが，調査はレビュー執筆上の問題点

を指摘するに留まっており，レビューが情報流通に果た

す役割は調査していない。全体に，プロジェクトでは

PAの改善を除いて，レビュ・’一，索引，書誌類，デ・・一タ集

といった二次情報源にはあまり配慮がなされず，調査や

改善の対象外にあった。

　コンピュータによる編集を目指したPAのチャンネル

は，NISP計画では書誌出版物とその検索サービス部門

に組み込まれている（第2図参照）。PA編集のコンピュ

ータ化はNISP計画以前に既に開始されているが，　NISP

計画ではデータ・ベースを利用して次のサービスを計画

している。（1）PAの出版，②磁気テープのリリース・

サ■…一・ビス，（3）検索サービス，（4）書誌類の副産物サービ

ス。その他にも，データ・ベースを利用したサービスで

はないが，Psychological　archivesがこの部門で計画

されている。

　コンピュータによる．PA編集によって，世界中の心理

学文献及び関連領域の行動・社会科学文献にアクセスで

きる様々な方法を提供する一連の情報サービスは，現在

Psychological　Abstracts　lnformation　Service　（Psyc

INFO）と呼ばれている。5）Psyc　INFOサービスをNISP

計画の“書誌出版物とその検索サービス部門”と対比さ

せてこの部門の履行度合をみてみる。

　（1）PA出版：月刊で各号には簡単な主題索引と著者

索引が付いている。PA分類は，雑誌のチャンネルと同

様に，心理学者が興味をもつ主題に応じ各専門分野をク

ラスタ“一・…化して開発される予定だった。現在のP・4分類：

に変化はみられるが，クラスター化の調査に基づく妥当

な改訂と言えるものではない。

　（2）NISP計画のテープのリリー・…’ス・サービスは，

Psyc　INFOではPsychological　Abstracts　Tape　Edi－

tion　or　Licence（PATELL）と呼ばれている。これは

印刷物PAの磁気テープ版で，1967年から現在までの

テープがAPAからリリースあるいは承諾を得て利用で

きる。対象は大学図書館等の団体に限られている。

　（3）NISP計画の検索サービスは，　Psyc　INFOでは

PA　Search　and　Retrie▽a1（PASAR）と呼ばれている，

これはPATELLによるサe一…一ビスを受けられない個人の

利用者へのコンピュータによる検索サービスである。

　NISP計画ではP4の検索精度を高めるためにシソ・一一・

ラスの開発が予定されていたが，The　Thesaurus　of

Psychological　lndex　Termsの第1版が1974年に刊行さ

れるに至っている。

IV．　NISPの考察

APAでは1973年にNISPに対するNSFの援助が打

ち切られたため，計画を遂行していくことができなくな

り，NISP計画そのものを断念せざるを得なくなった。6）
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　Van　Cottは，　NSFによる資金援助の打ち切りは新

しい情報提供手段の試験が行われ，これらのシステムが

最上であると確認されたため，またNISP計画に必要な

研究開発が完了したためであると述べている。7）

　たしかに，NISP計画の結果，書誌出版物とその検索

サービス部門のチャンネルを中心にいくつか成功を収

め，現在でもサービスが継続されている。だが，現行の

システムはNISPと呼ばれず，当初計画されたNISP計

画案ともかなり異なっているので，NISP計画自体は失

敗に終ったと評価すべきである。

　以下，NISP計画が失敗した原因を考察していくこと

にする。そのためにはNISPの考察（評価）項目の設定

が必要であり，Menze1，8）Paisley，9）Garveylo）ら3人

のコミュニケーション・システム研究の概念化を参考に，

システム設計・改善モデルを作成することにした。

　3人の概念化やモデルから共通して言えることは，我

々が科学者のコミュニケーション活動を調査する場合

に，メッセージの内容とは別にコミュニケーション・プ

ロセスに係わるあらゆる要素を考慮する必要があるとい

うことである。このことは既存のコミュニケーション・

システムを調査・分析した結果を基に新しいシステムを

設計・開発する場合にも同様である。

　これらの点を踏まえて，第3図のシステム設計改善モ

デルを作成した。現在のところこの枠組みが最良だと思

えるので，このモデルに基づいて考察していくことにす

る。その際，考察項目をNISP計画・遂行に関わる内

的要因と外的要因に分けた。外的要因にはその他にも社

会，文化，歴史，法律といった要因も考えられるが，圭

に政治（情報政策），経済（財政），テクノロジーとの関連

が大きいために，この3つに限ることとした（その理由

は後述する）。

　A・内的要因

　1．科学者

　APAは，　NISP計画に当って，システムを利用する

心理学者にNISPの趣旨，利点を充分に納得させること

ができなかった。その証拠に，NISPは研究者といった

特定グループだけでなく，心理学情報を利用する人全員

に資するよう意図されていたが，“コミュニケ■・・…ション・

メディアとしての雑誌が研究者の支配から離れてしまっ

ている”11）という批判が出された。

　このような痛烈な批判が出たのは，心理学では基礎研

究に従事している研究指向的な心理学者と心理療法に携

既存のコミュニケーション・システム

　　　　　■u囎一一賜一一一一’．輌一一一一輌一一輔騨一「
　　　　　　　　…メッセージ　情報利用

　↓﨣�v求　メッセージー（科学者）

チャンネル

i媒　体） （科学者）

非公式コミュニケーション

1 ↑

システム設計者

iイノペーシ・ン計画者）

コミュニケーション分析

E研究者

i調査データ収集）↓

　「一三

@重
t　1

Cl
撃激

h1
E　1

システム設計のガイドライン

?善へのアプロ．一チの方法
↓

バ1ツ1ク1　I　L＿．．

計画・実施
　　　　　　↓一一今科学者：研究者（利用者）　　　　　　↓

「一　騨一一　一　一　一馴　一一一一一　一　騙　一帽　噌　一　鵜「

　Ψ
﨣�v求　メッセージー（科学者）

　　　　　　　　1
＜bセージ　　清報利用　　　　　〉　　　　　　　（科学者）

チャンネル
i媒　体）

非公式コミュニケーシ．・ノ

政治（情報政策）

経済（財政）

社会

文化

歴史

テクノロジー

新しいコミュニケーション・システム（’1’fi報システム：NISP）

　　　　　　第3図　システム設計・改善の手順モデル
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わっている主にプロフェッショナル指向の心理学者との

立場の違いから生じる関心事に明白な差異があり，NISP

に対して両グループの間に意見の衝突がみられたことに

依る。

　さらに，NISPのフィードバック機能の問題も指摘で

きる。Grantは，　NISPを批評したり情報システムを改

善する別の方法を述べたい人に対して，American　Psy－

chologist誌は何らのスペー一…スも許さなかったと，不平

を述べている。12）NISPでは新しいイノベーションに対

して利用者のフィードバック機能を採用していたが，実

際にはイノベーションを実行に移していく過程で科学者

（利用者）の反応や意見を取り入れるフィードバヅクの機

能は充分ではなかったと言える。

　2．非公式コミュニケーション

　NISPのガイドラインの1つが，情報システムは心理

学者全員に開放されなけれぽならないことであることを

考えれば，長い間非公式コミュニケーションによって果

たされていた機能を制度化する際に様々な困難や問題を

引き起こすことが懸念される。このシステムを開発して

いくには，非公式コミュニケーション・システムを維持

している特質を破壊しないよう慎重でなければならな

い。特に活発で生産的な研究者は排他的な面を持ってい

るので，その点も充分考慮に入れる必要がある。

　NISP計画に対してSendersは，“イングループを公

式化することにより特定の情報を欲している若い研究者

達を参加させることができるが，これにより従来の非公

式コミュニケーションがAPAのコントロールを離れる

かもしれない”13）と危惧の念を抱いていた。

　非公式の情報交換やインビジブル・カレッジの調査が

不確定な時期に，NISPでは非公式コミュニケP・…bション

を制度化し，APAの管理下に置こうとしたが，この点

にも無理があり，NISPのいきずまった一因が在る。

　3．チャンネル

　NISP計画のPsychological　disseminationチャンネ

ルで計画されたEPSは，実験の段階で煩わしい編集，

レフェリー制を行わないことに関して議論が紛糾し，実

験を継続することができずに中止されてしまい，JSAS

に取って代られた。NISP計画の目玉であったこのチャ

ンネルの失敗は，その後，他のチャンネルの遂行にも大

きな影響を及ぼした。それ故，全体としてのNISP計画

失敗の原因をこのチャンネルに求めることもできる。

　NISPではScientific　memoranda，　Journalsの改

善，Archives　of　psychologyといった他のチャンネ

ルも企画されていたが，ここではこのEPSに焦点を当

てて考察することにする。EPS企画者の一人である

Seashoreは，実験段階で次のように述べている。

（1｝EPSはより多くの論文をより早く，特定の利用者

にコストの採算がとれる状態で配布されるべきであ

る。（2）EPSは既存の雑誌と方針が重複している。そ

れで，EPS資料は内部報告のものであること，データ

の共有とか研究協力に関したコミュニケーションであ

ること。一時的な情報なのである読者にはタイムリー

であるが，永久的価値はないもので記録に値するもの

であること。（3）EPSを開始するにはAPA会員が従

来の形式に浸っているので，少なくとも5年はかかる

だろう。（4）レフェリー制は現在充分でないが，将来

適当なレフェリー制が確立されるだろう。14）

　Van　Cottは，科学コミュニケーションの質を急激に

低めることは期待しておらず，EPSに関してもレフェ

リー制に問題がある現状では多くの心理学者がある程度

の質を犠牲にしても迅速な原稿を欲しているのは明白で

あると考えていた。しかし，Seashoreが指摘したよう

にレフェリー制がまだ不充分な時期であっただけに，レ

フェリー制を行わない原稿の提供に対して意見の衝突を

引き起こしたのである。

　以前にも分子生物学と高エネルギー物理学の2つの分

野で，研究情報の迅速な流通を目的として，プレプリ

ントの交換を制度化しようとする試みがなされたが，残

念にもシステムとして制度化するには至らなかった。

National　Institutes　of　Health（NIH）の援助によって

1961年に開始されたこのInformation　Exchange

Groups（IEG）の試みも，　EPSと同様，様々な論議を呼

んだ末，結局1966年に中止されている。

　APAがこの以前の例があるにもかかわらず，同様な

実験を試みたのは，もち論プロジェクトの結果を踏まえ

てこの種のイノベーション・チャンネルを導入する必要

があると考え，IEGの教訓を活かしてNISPではなんと

か実現を図ろうとしたためである。その他に，Commit・

tee　on　Scientific　and　Technical　Communication

（SATCOM）報告でプレプリント配布の実験を行うよう

促していることを受けたことが考えられる。

　IEGが失敗したのは，参加人員の増大によるIEGメ

モ配布の時間的遅れ，経費負担の増加，学術雑誌編集者

からの圧力の他，ワインバーグ・レポートをはじめ，
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ScienceやNature誌でプレプリントの交換に対する批

判が多かったためである。15）ただ，IEGの実験はNIH

といった政府機関によって行われただけに，学会からの

批判も出された。

　このことは，もし学会自身がこの種のチャンネルを導

入し，学会から出されている既成の雑誌との差異を明確

に設ければ，従来の雑誌と機能の異なるチャンネルとし

て共存していくことができる。そして学会がこのIEGの

経験をもとに新たに実験を試みるチャンスが残されてい

ることを示唆するものである。

　APAでは既存の雑誌機能とは競存しないようEPSを

企画したが，両者の方針が重複してしまい，うまくいか

ず，レフェリー制に関してはIEGの結果同様に反発を

招いた。EPS，　IEG両方共科学情報のコミュニケーショ

ンを改善するというまったくの善意からなされたものだ

が，それぞれ批判を浴び挫折してしまったのである。

　科学者間の迅速な情報交換を促進することは研究の重

複を避け，研究を促進させ，科学の発展につながるもの

である。しかし，そのために従来の“非公式”システム

の特徴を“公式”システムへ導入するには様々な困難や

反発が付きまとう。IEG，　EPSの実験はそれを敢えて行

うことにどれだけの意義・価値があるのかを改めて我々

に問いかけるものである。いずれにせよ，非公式コミュ

ニケーションの調査，解明がまだ充分でない現状では無

理があり，レフェリー制を犠牲にしてまで公式化を図る

必要はないと言えよう。

　4．　コミュニケーション分析者及びシステム設計者

　Garveyらは，科学コミュニケーションにおける伝統

的メディアは直接的にしかも急激に改善することは困難

でかつ危険が多いので，間接的にしかも順次改善する必

要があると考えていた。16）一方，Van　Cottは，　NISP計画

に当ってプロジェクトの調査結果（データ）をGarveyら

から提供してもらったが，改善に対する考えはGarvey

らと異なっており，直接的に既存のメディアを改善しよ

うとしたのである。

　NISP計画に当ってVan　CottとGarveyらの間に

相互理解や協力が欠けていたことは明白であり，このこ

とはNISPの開発以前に根本的な問題があったと指摘せ

ざるを得ない。

　このように，コミュニケ■・・一一ション研究者とそれを基に

情報システムを設計し，科学コミュニケーションを改善

しようとした両者の間に考えのずれがあったこと，さら

にはAPA内部でNISP計画の関係者をめく・って問題が

あったことはNISP計画の遂行に大きな支障となった。

　NISP計画がAPA内部の問題や計画に対して批判を

浴びつつも，計画が敢行されたことを示唆するものとし

て，1975年にVan　CottのAPA辞職に際して，　APA

会長は次のように述べている。“この分野の最も不安な

時期に，時には鋭く対立した意見にもかかわらず，あな

たの業績がなされたが，このことはあなたの業績がAPA

のコミュニケーション及び出版計画に対して不変の影響

を残しているなお一層の証拠でもある。”17）

　5．改善へのアプローチの方法及びシステム設計のガ

　　　イドライソ

　NISPの科学コミュニケ・…一一ション改善に対するアプロ

ーチ及びガイドラインには次の特徴がある。

　（1）基本的に包括的なシステム・アプローチをとって

いる。心理学は知識の生産，伝達，利用に関する1つの

トータル社会システムとしてとらえられる。コミュニケ

ーションはそれ自体1つの独立したサブシステムであ

る。

　②　アプローチは実験的，開発的，革新的なものであ

る。新しいイノベーションが導入され，排除され，組み

入れられている。

　（3）アプローチは生産者と利用者の両方を指向したも

のである。BSAの報告にみられるように，このアプロ

ーチは既存の大抵のシステムからは方向転換したもので

ある。

　（4）システム設計は利用者からのフィードバックを予

測してつくるべきで，フィー・一…ドバックには利用者の態度，

意見，行動を考慮する必要がある。

　（5）質のコントロールが最初に考慮される。質のコン

トロールという方針は，メディアや各専門分野の生産者，

利用者の要求に応じて異なった方法で適用される。

　（6）科学コミュニケーションという考えから発展した

ものであるから，システムには専門の情報交換がなされ

なけれぽならないが，一般大衆をも考慮に入れる必要が

ある。

　（7）システムは重要な伝達行為として知識の統合に焦

点を当てるべきである。システムは断片的な情報によっ

て負担を負っているので，学問を統合していくための配

慮が必要である。

　（8）システムでは経済性を考慮：しなければならない。

経済的要因は無視し得ないので，経費や決算処理はどん

なシステムの活動にも組み入れなけれぽならない。

　（9）システムは，その分野の現在及び将来の技術に応
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えていかなけれぽならない。同時に新しい技術を採用す

る前に批判的な評価をしなければならない。18）

　ガイドライン自体には知識の統合化の過程や一般大衆

への情報提供，その他にも利用者のフィードバック，新

しいテクノロジー導入等も考慮されており，問題はない

と言える。むしろ，従来のシステムにはない包括的なア

プローチをとっている点は評価して良い。

　6．計画実施

　NISPは，包括的に心理学のコミュニケ■一一一・ション●シ

ステムを改善しようとした。それ故，計画実施に当って

は，何もかも一度に変えることは非常に困難であり，問

題の少ない改善し易い要素から実行に移していく必要が

あった。しかし，NISPでは最初に問題の多いEPSの

試験を行い，批判を浴び挫折してしまったように，NISP

の優先順位にも問題があったことが指摘できよう。

　科学コミュニケーションの問題を根本的に解決するに

は，今後ともイノベーションの導入が一層必要となって

くることは明らかである。その際重要なのがイノベーシ

ョンの実施方法で，NISPにみられる実施手法は必ずし

も望ましいものではなかった。APAでは科学者間の社

会組織で中心的な役割を果たすゲイト・キー一一・パー的な存

在を利用してイノベーションの実施を図っていくなど，

計画実施に当っての周到な配慮が欠けていたとみられ

る。

　B・外的要因

　本節ではNISPを取り巻く状況を外的要因として，財

政的，政治的，技術的な観点から考察していく。特にこ

の3つの要因を取り上げたのは，“NISPのいくつかの要

素を計画し実施するのに多くの事がなされてきたが，我

々は財政的，政治的，技術的理由による心配事があっ

た！！19）とする説があるからである。

　1．経済（財政）

　アメリカにおいて1970年前後から今日に至る10年間

のインフレーションは着実に悪化し，現代アメリカ史上

かってなかったことだと言われるが，とりわけ，1973年

のオイルショックによるエネルギー危機は米国の経済に

も大きな影響を与えた。こうした経済情勢の悪化は，例

外なく連邦政府資金によるNSFの科学情報システム援

助計画に影響を与え，APAへの援助資金打ち切りに結

び付いたと考えられる。

　2．政治（情報政策）

　NISP計画への資金援助打ち切りはNSF／OSISを中

心とした米国の情報政策と当然関連してくる。科学技術

の振興，コミュニケーションに関連した政策実行の責任

をもつNSF／OSISが一貫してそのプログラム遂行に当

る権限を与えられておれぽ，状況は変っていたと言え

る。

　米国の情報政策に関連する一連の主要なイベントの中

で，NISPに大きな影響を与えたSATCOM報告が1969

年に出されているが，その中の主要な勧告に次のものが

ある。

　学会は，簡潔なレフェリー制の下で早期に出版される

雑誌（1etter　journa1）の出版ラグを1ケ月以内におさえ

るための実験とプレプリント機能の実験の2つの実験を

すべきである。学会は，非公式のコミュニケーションを

容易にするような情報を出版すべきである。個人的な非

公式コミュニケーションを促進するために，会合を計画・

援助している学会，政府機関は，個人的な接触のための

充分な時間を提供し，それを容易にしていくことに力を

入れるべきである。20）

　APAは，　NISP計画に当ってSATCOM勧告を充分

尊：重し，NISP計画へその趣旨を盛り込んだ。しかし・

乏しいR＆D予算時においては情報システムは批判を

受けやすいし，予算削減を強いられることが多い。その

上，NSF／OSISの情報政策活動の変化は，　NISP計画へ

も決定的な影響を及ぼすことになる。このことは以下の

ことからも明らかである。

　以前，OSISサポートによる研究は各種科学・学問分

野の文献に対するアクセスを改善することに焦点が当て

られていた。もはや特殊な情報サービスを設立し，維持

拡大するために主要なサポートはなされないだろう。代

りに，OSIS資金はすべて科学技術分野における情報を

取得，伝達，検索，使用する方法を改善するのを助けるこ

とのできる統合可能な結果を生むために使用される。21）

　一・般に，“多数の政策や一元化計画の欠如が多くの国

家的努力の特徴である”22）と言われるが，NISP計画は

NSF／OSISの一貫した情報政策の欠如によって被害を

蒙ったと考えられる。

　3．　テクノロジー

　APAは，コミュニケーションの改善を目指して，

PSIEPに基づくNISPを開発した。“その点意義がある

が，全然テクノロジーの面を考慮しておらず，困難に直

面し論争を激化させざるを得なかった”23）という批判が

なされた。テクノロジーの発展とコミュニケーション・
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プロセスの両方を考慮してコミュニケーションの問題に

対処することが大切であろう。NISPの場合，　PSIEPの

調査に基づきあまりにも非公式コミュニケーションの開

発に重点を置きすぎたと指摘できよう。

V．おわ　り　に

　コミュニケーション・スタディあるいはユーザー・ス

タディはシステム設計の決定要因だと言われるが，本稿

ではこれまでにない最も包括的なコミュニケーション・

プロセスの調査だと認められているPSIEPの調査デー

タを基に開発されたNISPがどうして失敗したかに着目

し，その原因を明らかにすることによって情報システム

開発の際の問題点を考察することに重点を置いた。

　特に，NISP計画の失敗が科学コミュニケーション改

善に対するアプローチやガイドラインによるものではな

く，他の様々な内・外的要因によるものであることを示

すためにできる限りシステマティックな観点から，コミ

ュニケーション・システムを分析・改善する際の問題点

及びシステム設計で考慮すべき心高を考察したつもりで

ある。

　最後に，我が国でも米国等の諸外国に比べ学術情報を

流通・利用するシステムが立ちおくれているとのことか

ら，その整備・開発が進められている。現在は国公立大

学の図書館を中心にしたネットワーク化とデータ・ベー

ス，検索サービスの開発に重点が置かれているが，専門

情報センターの設立，充実も切望されており，心理学で

も専門情報センターの設立を計画している。

　我が国では情報に対する認識がまだ浅く，情報システ

ムの設計や改善に対する政府の施策も決して充分だとは

言えない。情報システム開発に当っては，ユーザ・・一…ス

タディを基にシステムを利用する研究者や一般の利用者

をよく把握し我が国の社会，利用者に適したシステムを

開発していくことが大切である。その意味では，今回の

アメリカ心理学会による情報システム開発の試みは失敗

に終ったが大いに参考にできると思う。本稿が我が国の

情報システムの整備・開発に少しでも資することができ

れぽ幸いである。

1）以下の論文を参照
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18）　Brayfield，　A．　H．　“Scientific　communication　in

　　psychology：　recent　history　and　context，”　Ame－

　　rican　Psychologist，　vol．　25，　1970，　p．　4．

19）　Little，　K　B．　“Report　of　executive　officer：1973，”

　　American　Psychologist，　vol．　29，　1974，　p．　369．

20）　Committee　on　Scientific　and　Technical　Com－

　　munication　（SATCOM）．　Scientific　and　recomen－

　　dation　for　its　solution．　Washington，　D．　C．，

　　National　Academy　of　Science，　1969．　p．　18－85．

21）田村二二．“アメリカ連邦政府の科学技術情報政策の

　　反省と課題（1）：NSFの活動を中心にして，”情報
　　管理，vol．19，1977，　P．756．

22）　Beringer，　D．　E．　and　Adkinson，　B．　W．　“Interac－

　　tion　between　the　public　and　private　sectors　in

　　national　information　programs，”　Annual　review

　　of　information　science　and　technology，　vol．　13，

　　1978，　p．　27．

23）　Parkins，　P．　V．　and　Kennedy，　H．　E．　“Secondary

　　information　services，”　Annual　review　of　infor－

　　mation　science　and　technology，　vol．　6，　1971，　p．
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附

1．American　Psychological　Association．　Report　of

　the　American　Psychological　Association’s　Project

　on　scientific　information　exchange　in　Psychology．

　vol．　1，　Washington，　D．　C．，　APA，　1963．

　以下に，Report　1～9の概要を示す．

　①Annual　review　Of　psychologyに1度以上引用

　　された生産的なAPA会員132人をランダムに抽
　　出し，科学情報について2週間日記をつけてもら

　　う調査：仲間との対話，コレスポンデンスが非常

　　に活発であることが判った。これはプロジェクト

　　の予備調査で，その後の研究計画に重要な役割を

　　果たしている．

　②同じくAnnual　review　of　Psychologyの引用

　　にレビュー間の違いがあることに関心を抱いた非

　　公式調査：レビューは，執筆者の主観に左右され

　　がちである．また，定期的なレビューが科学情報

　　交換で極めて重要な役割を果たしていることも明

　　らかになった．

　③一連の総会調査の最初のもの：情報交換の手段

　　として，総会機能が低下しつつあることを1931，

　　51，57，61年の総会におけるプログラムの内容と

　　出席者の特徴を調査することによって示し，総会

　　機能に改善の余地のあることを示唆した．

　④4つの全国，地方会議に出席した人の特徴を調
　　査：会合は全体的な科学の企画において他の機能

　　を果たしながら，科学情報の迅速かつ直接的な交

　　換にとって重要なチャンネルとして役立っている

　　ことを明らかにした．

　⑤レベルの異なる学会機能の調査：各々の会合は
　　情報流通の点でそれぞれの役割を果たしている．

　　学会で発表された記事の半数以上が既に口頭で発

　　表されており，会合で討論された結果，ほとんど

　　が研究や計画の修正をしている．

　⑥総会で発表された記事が雑誌に刊行されるまで
　　の過程を調査：発表の約半分がアーカイバルな文

　　献の一部となり，情報交換の流れと過程において

録

　　口頭発表と記録物の形態で現われる．受理されな
　　かった理由として1番多いのは記事の内容，構成，

　　長さの理由による．

　⑦論文作成の過程を調査：多くの研究は，その開

　　始から約1年で報告可能な段階に達する．プレプ

　　リント配布が1番多いのは同じ分野で研究してい

　　る仲間で，その目的は刊行ラグを避けたりする仲

　　間との通常の情報交換である．情報入手の困難さ

　　で研究の遅れ，妨たげに関して特にさし迫った困

　　難は新しい未刊行の情報に対するアクセスの困難

　　さとテクニカル・レポート，外国の研究報告とい

　　つた限られたサーキュレーションの資料を入手す

　　ることであることが判った．

　⑧総会を州レベルの会合と比較した調査：総会，

　　地方会合，州会合の順に重要な情報を入手する率

　　が高く，大会合のイベントは貧弱で科学コミュニ
　　ケー・ショソは非能率的だという印象とは反対の結

　　果が出た．

　⑨雑誌のサーキュレーシ・ソ調査：最新号の記事
　　読者数は一般に低い．ポピュラー・・…なレビュー記事

　　は20～25％の被読率だが，最もよく読まれる研
　　究報告記事でも7％の被読率しかなく，10～20％

　　の記事は1％以下の被読率しかないことが判っ
　　た．

1．American　Psychological　Association．　RePort　of

　the　American　Psychological　Association’s　Project

　on　scientific　information　exchange　in　Psychology．

　vol．　2，　Washington　D．　C．，　APA，　1965．

　以下に，Report　10～15の概要を示す．

　⑩心理学の国際会議を基にした調査：外国の心理
　　学者と米国の心理学者の情報交換は大体類似して

　　いる．国際会議以前に2／3の研究が口頭か記録物

　　の形式で事前に発表されている．未刊行の研究に

　　関する情報の入手は両グループとも主にコレスポ

　　ソデソスや非公式の討論によっている．
　⑪　活動的な研究者とNationa1　lnstitute　of　Men一
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　　tal　Healthの研究者グループの比較調査：研究

　　内容，財源，教育の責務等，様々な違いはあるが，

　　両環境とも非常に研究指向的で，研究の進展がス

　　ムーズに行われている．活発な研究者のオーラ

　　ル・コミュニケーションのほとんどが研究に関す

　　る討論で相手との相互作用を望んでいる．

　⑫これまでの調査結果を踏まえたイノベーション

　　の検討：情報問題の解決は，科学情報の交換だけ

　　でなく，その分野の究極的な形態，科学研究の実

　　施にまでも遠く影響を及ぼす．

　⑬科学情報の提供手段としてのテクニカル・レポ
　　e一一・トの調査：レポートは現在では科学雑誌に取っ

　　て代わったり，対抗していくことはできない．た

　　とえ可能だとしても，そのような目標は望ましく

　　ない．限られた異なった読者に対して両方のメデ

　　ィアの利用が必要であることを指摘している．

　⑭科学情報の流通手段としての図書を調査：心理

　　学者は多くの図書を利用するが，共通に利用され

　　る図書は少ない．図書の利用及び図書が研究や考

　　えに与えた影響から図書に含まれる情報の影響の

　　大きいことがわかる．このことは科学情報の流通

　　における図書の役割を評価したり，この種の効果

　　を他のメディアと比較することを困難ならしめて

　　いる．

　⑮Psychological●Abstracts（PA）を改善するため

　　の調査：P・4利用には2つのタイプがあり，1つ

　　は研究に利用できそうな一般的な様々な情報を求

　　めてのブラウジソグ．もう1つは自分の研究に取
　　　り入れるための最近の進展，特殊な方法等に関す

　　る特定の必要，関連情報を検索するための利用．

　　．PAの欠点は全体にタイムラグに集中しているこ

　　とが判った．

皿American　Psychological　Association．　Report　of

　the　American　Psychological　Association’s　Project

　on　scientific　information　exchange　in　Psychology．

　vo1．3，　Washington，　D．　C．，　APA，1969．以下に

　Report　16～21の概要を示す．

　⑯雑誌の編集者によって受理された論文のタイト

　　ルのリストを速報するイノベーションの試験：こ

　　のイノベーションの方式は，一般に利用できるメ

　　ディアの数を拡大し，研究報告が可能な最初の段

　　階に近い時点での利用を拡大することが判った．

⑰大学レベルで心理学の教育に従事している人々

　の特徴を調査：教師は，様々なメディアを利用し

　ており，カレントな研究に関する情報をしきりに

　求め利用しようとしている．また，講義の準備の

　際に研究者あるいは臨床医という自分の研究に頼

　っており，自分の情報ニーズばかりでなく，学生

　のニーズに対しても適当に選択され，処理された

　資料の不足に出くわしている．

⑱プロシーディングを事前刊行する先のイノベー

　ショソ試験の補完：出席者は，総会発表に出席す

　る前にこのプロシーディングを読むよう動機づけ

　られる．そのおかげで，著者と出席者間に効果的

　な相互作用が生じ，相互作用の結果，出席者の研

　究にかなり修正が生じていることが明らかになつ
　た．

⑲専門の科学組織に属しているAPA会員と属し
　ていない会員の比較調査：一般に情報探索が増せ

　ぽ，生産性が増す傾向にある．会合への出席，情

　報を求めるための様々なコンタクトの利用，情報

　発見の成功の全てが生産性のレベルが増すにつれ
　て増えている．

⑳科学情報の流通における国際会議の機能と効果

　の調査：回答者のほとんどが仲間との相互作用は

　価値があったと報告している．この相互作用は明

　らかに国際会議出席の主要な目的の1つであり，

　利益である．

このReport　20は，第3巻ではなく，以下のi雑誌で

報告されている．

Compton，　B．　E．　and　Garvey，　W．　D．　“Information

　function　of　an　international　meeting，”　Science，

　vol．　155，　March　1967，　p．　1648－50．

⑳下位分野のインビジブル・カレッジの調査：調

　査データは，組織化とコミュニケーションの間に

　明確な差異があることを示唆した．高度に組織化
　され，結合力の強いグルーープはコミュニケ“・・一・ショ

　ソのニーズを満たす機構を主に形成するものでは

　ない．この結果を文献を索引し，分類するのに応

　絶することを考える際に，文献の分類をその分野

　の社会構造と一致させる試みは，その社会組織を

　保っていく傾向のある分野においてのみ価値があ

　る．
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